
（単位：千円）

国　費 県負担額 その他

1
商 業 振 興
金 融 課

商店街活性化支
援事業費

商店街の活力を再生し、中小小売
商業の活性化を図るため、市町村
等が行うソフト・ハード事業に対
し助成する。

10,000 9,000 9,000 9,000

2
商 業 振 興
金 融 課

商店街人材育成
事業費

商店街の活力を再生させるととも
に、魅力ある商店街づくりを進め
る人材の育成を図るための研修会
を開催する。

621 617 617 617

3
商 業 振 興
金 融 課


「買援隊」活動
促進事業費補助
金

地域の商店、商店街、商工会等が
連携して行う、地域特性やニーズ
にあわせた効果的な買い物支援で
ある「買援隊」の取り組みに対し
助成する。

6,000 6,000 6,000

4
商 業 振 興
金 融 課

商工業振興資金
貸付金

中小企業の金融の円滑化を促進
し、経営の安定を図るため、山梨
県商工業振興資金融資制度を実施
する。
平成28年度総融資額　　210億円
うち経済変動対策融資　100億円

26,413,721 23,756,170 23,756,170 23,756,170

5
成 長 産 業
創 造 課

中小企業サポー
ト連携事業費

中小企業が抱える新商品開発、販
路開拓、経営革新等の諸課題に対
し、商工団体等が連携、協働して
支援を行う体制を構築し、専門家
チームの派遣を通じきめ細かな支
援を行う。

16,000 15,550 15,550 15,550

6
成 長 産 業
創 造 課

中小企業海外展
開支援事業費

県内中小企業の海外展開、販路拡
大を支援するため、中国及びタイ
に海外展開サポートデスクを設置
する。

6,663 5,463 5,463 5,463

7
成 長 産 業
創 造 課

産業振興事業費
補助金

成長分野への進出を促進するた
め、中小企業等が行う新技術、新
製品の研究開発に対し助成する。

80,255 80,255 80,255 80,255

8
地 域 産 業
振 興 課

ジュエリーやま
なし活性化事業
費

県産ジュエリーのブランド確立を
図るため、県内外へ向けた情報発
信、新たな販路開拓に向けた取り
組みを支援する。

3,354 3,224 3,224 3,224

9産 業 集 積 課
中小企業支援基
盤整備事業費

創業・経営革新、経営基盤等の強
化、販路拡大等を図るため、中小
企業に対する総合的な支援体制を
整備する。

95,585 100,131 100,131 100,131

10産 業 集 積 課
産業集積促進事
業費

産業集積の促進及び雇用の創出を
図るため、県内に立地して事業を
開始した製造業者等に対し、助成
金を交付する。

353,517 79,626 79,626 79,626

平成28年度
当初予算
計 上 額

財源内訳平成27年度
6月現計
予 算 額

産 業 労 働 部

平成２８年度当初予算の主要な事業の要求状況及び査定結果

担当課・室 事　　業　　名 事　　業　　概　　要
平成28年度
当初予算
要 求 額
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11労 政 雇 用 課
ワークライフバ
ランス推進事業
費

働きやすい職場環境づくりを推進
するため、経営者を対象とした講
演会の開催等の取り組みを行う。

1,666 1,665 1,665 1,665

12労 政 雇 用 課
やまなし・しご
と・プラザ事業
費

若年者、子育て中の母親等の就業
を支援するため、国や関係機関と
連携して、雇用関連サービスをワ
ンストップで提供する。

29,129 44,670 40,225 40,225

13労 政 雇 用 課
プロフェッショ
ナル人材戦略拠
点設置事業費

県内中小企業の経営革新に向けた
取り組みを促進し、新たな事業展
開に必要な人材の県外からの採用
を支援する。

47,896

     47,896
(平成27年度
2月補正予算
に計上)

47,896

14労 政 雇 用 課 
やまなし企業魅
力発信親子セミ
ナー事業費

県内就職を促進するため、学生や
保護者を対象とした就職支援セミ
ナーを開催し、県内企業の魅力を
発信する。

1,074

      1,271
(平成27年度
2月補正予算
に計上)

1,271

15産 業 人 材 課
緊急離転職者訓
練費

離転職者の再就職のため、緊急委
託訓練を行う。

234,150 232,982 232,982 232,052 930

16産 業 人 材 課 専門課程訓練費
実践技術者を育成するため、産業
技術短期大学校において高度職業
訓練を実施する。

155,378 126,658 108,093 24,536 83,557

国 費 ：

県 負 担 額 ：

そ の 他 ： 寄付金、市町村負担金　等

一般財源、県債、財産収入、使用料及び手数料　等

国補助金、国基金　等


